
別紙様式２

【基本事項】

110

会計

10 款 2 項

2 目 細目

5 章

1 節

5 項

【事業目的】

【事業内容】

【事業コスト】

単位

千円

日

日

千円

千円

千円

千円

千円

千円

コストの
増減理由

　学校数の減による。

496 297

その他財源

一般財源 0

489 496 297

財
源

特
財

国・県補助金

327 489

297

主担当職員

0 327

地方債

その他職員

   事業費合計 327 489 496

Ｈ21決算 Ｈ22決算

費
用

費用合計

人
件
費
その他

Ｈ23決算 Ｈ24決算

意　図
（事業の狙
い）

　学力向上及び地域とのかかわりを重視した教育活動を実施するため、各学校の特色・
実情に沿った取組を支援し、活力ある学校づくりを推進する。

見直しの履歴

実施内容
報償費及び需用費　計10万円
主な活動　　環境教育　伝承文化継承活動　農林業体験活動　教職員研修　他

区　分 Ｈ20決算

総合計画の
位置づけ
(後期基本計
画)

「心豊かな人と文化を育むまち」づくり

学校教育の充実

活力のある信頼される学校の創造

対　象
（誰、何を）

　小学校を対象にした特色ある学校づくり

根拠法令 町条例・要綱等

予算
科目

一般会計

科目
教育費 小学校費

小学校振興費

担当課 教育課 担当名 総務管理・学校教育担当

事業期間 □単年度　■単年度繰返（平成21年度開始）　□期間限定（　　　年度～Ｈ　　年度）

事業評価シート

№10

管理番号 事業名 特色ある学校づくり推進事業 評価時期 平成25年5月



【項目別評価】（Ａ高～Ｄ低）

A A B

✔�

【内部総合評価と改善計画】

ランク

【外部評価と評価委員意見】

✔�

　　縮小 ← 成果 → 拡大

外部評価 外部評価委員意見

A 　各学校で地域との関わりを重視した活動を行っており、教育課題の解決に効果的
な事業である。今後も継続を望む。

町民・議会等の
要望・時期等

　毎年の予算編成にあたり校長会から要望

今後の方向性 □廃止　□休止　□終了　□統合　□継続　■一部見直し　→ 見直しの方向性

改善計画

　伝承野菜の栽培や地域文化体験、各種教職員研修等、
各校で特色ある取り組みを検討・実施しているが、毎年度
の取り組みには大きな変化がなく、単年の繰り返し事業と
なっている。地域性や喫緊課題への対応等、更に特色性を
反映させた事業推進を展開していく必要がある。

減
↑

費
用
↓

増

　各校の実情や課題に沿った取り
組みができ、成果をあげている。

　各校から増額の要望がある。 　生徒と地域住民の係わりや産
業・文化に対する理解、更には各
校個別の教育課題解決に更なる
工夫が必要。

Ａ:計画どおり事業推進が適当　　　　Ｂ:事業の進め方に改善が必要
Ｃ:事業規模、内容等の見直しが必要　Ｄ:事業の統合、休・廃止が必要

総合評価と理由

　農業体験活動、地域文化体験活動、教職員研修会等、各校の特徴ある
活動と個別課題の解決に向けた取り組みが自由にでき、児童・教職員とも
に効果を得ているが、今後更に課題を明確にして取り組むべき事業であ
る。

B

民間と競合している
町民負担を見直す余地が
ある

継続実施しても成果向上
の余地がない

理由 理由 理由

住民ニーズが低下、または
サービス過剰

従事人数を節減する余地
がある

対象を見直す余地がある

国・県事業と重複 事務改善の余地がある
成果向上のために事業内
容を見直す余地がある

妥当性
（行うことは適当か）

効率性
(削減余地がないか)

有効性
(成果が向上しているか)

当初の目的を達成している
事業費を節減する余地が
ある

上位施策にあまり貢献し
ていない



別紙様式２

【基本事項】

115

会計

10 款 3 項

2 目 細目

5 章

1 節

5 項

【事業目的】

【事業内容】

【事業コスト】

単位

千円

日

日

千円

千円

千円

千円

千円

千円

コストの
増減理由

　各中学校の実績による

199 186

その他財源

一般財源 0

200 199 186

財
源

特
財

国・県補助金

200 200

186

主担当職員

0 200

地方債

その他職員

   事業費合計 200 200 199

Ｈ21決算 Ｈ22決算

費
用

費用合計

人
件
費
その他

Ｈ23決算 Ｈ24決算

意　図
（事業の狙
い）

　学力向上及び地域とのかかわりを重視した教育活動を実施するため、各学校の特色・
実情に沿った取組を支援し、活力ある学校づくりを推進する。

見直しの履歴

実施内容
報償費及び需用費　計10万円
主な活動　　教職員研修　地域文化継承活動　農林業体験活動　他

区　分 Ｈ20決算

総合計画の
位置づけ
(後期基本計
画)

「心豊かな人と文化を育むまち」づくり

学校教育の充実

活力のある信頼される学校の創造

対　象
（誰、何を）

  中学校を対象にした特色ある学校づくり

根拠法令 町条例・要綱等

予算
科目

一般会計

科目
教育費 中学校費

中学校振興費

担当課 教育課 担当名 総務管理・学校教育担当

事業期間 □単年度　■単年度繰返（平成21年度開始）　□期間限定（　　　年度～Ｈ　　年度）

事業評価シート

№10

管理番号 事業名 特色ある学校づくり推進事業 評価時期 平成25年5月



【項目別評価】（Ａ高～Ｄ低）

A A B

✔�

【内部総合評価と改善計画】

ランク

【外部評価と評価委員意見】

✔�

　　縮小 ← 成果 → 拡大

外部評価 外部評価委員意見

A 　各学校で地域との関わりを重視した活動を行っており、教育課題の解決に効果的
な事業である。今後も継続を望む。

町民・議会等の
要望・時期等

　毎年の予算編成にあたり校長会から要望

今後の方向性 □廃止　□休止　□終了　□統合　□継続　■一部見直し　→ 見直しの方向性

改善計画

　伝承野菜の栽培や地域文化体験、各種教職員研修等、
各校で特色ある取り組みを検討・実施しているが、毎年度
の取り組みには大きな変化がなく、単年の繰り返し事業と
なっている。地域性や喫緊課題への対応等、更に特色性を
反映させた事業推進を展開していく必要がある。

減
↑

費
用
↓

増

　各校の実情や課題に沿った取り
組みができ、成果をあげている。

　各校から増額の要望がある。 　生徒と地域住民の係わりや産
業・文化に対する理解、更には各
校個別の教育課題解決に効果が
あった。

Ａ:計画どおり事業推進が適当　　　　Ｂ:事業の進め方に改善が必要
Ｃ:事業規模、内容等の見直しが必要　Ｄ:事業の統合、休・廃止が必要

総合評価と理由

　農業体験活動、地域文化体験活動、教職員研修会等、各校の特徴ある
活動と個別課題の解決に向けた取り組みが自由にでき、生徒・教職員とも
に効果を得ているが、今後更に課題を明確にして取り組むべき事業であ
る。

B

民間と競合している
町民負担を見直す余地が
ある

継続実施しても成果向上
の余地がない

理由 理由 理由

住民ニーズが低下、または
サービス過剰

従事人数を節減する余地
がある

対象を見直す余地がある

国・県事業と重複 事務改善の余地がある
成果向上のために事業内
容を見直す余地がある

妥当性
（行うことは適当か）

効率性
(削減余地がないか)

有効性
(成果が向上しているか)

当初の目的を達成している
事業費を節減する余地が
ある

上位施策にあまり貢献し
ていない


